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平成 14 年３月期　　個別中間財務諸表の概要

平成 13 年 11 月 21 日

会 社 名       株式会社クイック　　　　　　　　　　 　     登録銘柄

コ ー ド 番 号　  ４３１８　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　大阪府

本 社 所 在 地    大阪市北区中津一丁目 11 番 1 号　中津ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ

問い合わせ先    責任者役職名　取締役管理本部長

　　　　　　　　氏　　　　名　藤 原 功 一 　　　　　　　　  ＴＥＬ（06）6375－0061　　　

中間決算取締役会開催日　　平成 13 年 11 月 13 日　　　　　   　中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　　　平成 －年 －月 －日

１．13 年９月中間期の業績（平成 13 年４月１日～平成 13 年９月 30 日）

(1) 経営成績    　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満の金額は切捨てて表示しております）

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

13 年９月中間期

12 年９月中間期

百万円　　　％

2,348  　（ 15.6 ）

2,031　  （　－　）

百万円　　　％

171  　（ 34.0 ）

127  　（　－　）

百万円　　　％

163　  （ 26.5 ）

129　  （　－　）

13 年３月期 4,754 411 418 

中 間 (当 期) 純 利 益
1 株当たり中間

(当期)純利益

13 年９月中間期

12 年９月中間期

百万円　　　％

94　　（ 15.5 ）

81　　（　－　）

円　 　　銭

22　　　36

361　　  26

13 年３月期           227 944      34

(注)　1．期中平均株式数　13 年９月中間期 4,210,444 株（株式分割が期首に行なわれたものとして計算）

　　　　　　　　　　　　 12 年９月中間期   225,656 株　13 年３月期 240,830 株

　　　2．会計処理の方法の変更　　　無

　　　3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 配当状況

1 株当たり

中間配当金

1 株当たり

年間配当金

13 年９月中間期

12 年９月中間期

円　 銭

0 00

　　　　－　－

円　 銭

　　　　　－　－　

　　　　　－　－

13 年３月期 －　－
旧株　 100　 00

新株 　  2　 47

(3) 財政状態

総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

13 年９月中間期

12 年９月中間期

百万円

　　2,243

　　1,895

百万円

1,123

767

％

50.1

40.5

円　　銭

266　  86

3,400　  40

13 年３月期 2,483 1,066 43.0 3,547　  22

(注)　期末発行済株式数　　13 年９月中間期 4,210,444 株　12 年９月中間期 225,656 株　

　　　　　　　　　　　　　13 年３月期　　　 300,746 株

２．14 年３月期の業績予想（平成 13 年４月１日～平成 14 年３月 31 日）

1 株当たり年間配当金
売　上　高 経常利益 当期純利益

期　末

通 　 期

百万円

4,954

百万円

419

百万円

233

円　銭

10 00

円　銭

10　00

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）　　　　 49 円 59 銭

店
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２．中間財務諸表等

(1）中間財務諸表

①　中間貸借対照表 （単位：千円）

前中間会計期間末
(平成12年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成13年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成13年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 構成比

（資産の部） ％ ％

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 452,129 673,760 817,593

２．受取手形 ＊４ 35,613 17,366 21,309

３．売掛金 570,878 634,036 751,062

４．有価証券 167,753 241,624 201,468

５．繰延税金資産 19,712 24,559 31,370

６．その他 81,893 72,783 70,850

貸倒引当金 △  3,660 △  8,170 △  9,502

流動資産合計 1,324,320 69.9 1,655,960 73.8 1,884,153 75.9

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産 ＊1,2

(1）建物 103,372 106,729 111,728

(2）土地 134,565 134,565 134,565

(3）その他 16,540 15,826 18,520

有形固定資産合計 254,478 13.4 257,121 11.5 264,814 10.7

２．無形固定資産 9,197 0.5 10,096 0.4 8,768 0.3

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 21,831 21,364 25,918

(2）関係会社株式 42,230 42,230 42,230

(3）繰延税金資産 71,178 86,561 77,890

(4）その他 184,239 197,116 201,999

貸倒引当金 △ 11,989 △ 26,843 △ 22,195

投資その他の資産合計 307,490 16.2 320,428 14.3 325,843 13.1

固定資産合計 571,166 30.1 587,646 26.2 599,426 24.1

資産合計 1,895,486 100.0 2,243,606 100.0 2,483,579 100.0
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（単位：千円）

前中間会計期間末
(平成12年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成13年９月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成13年３月31日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部） ％ ％

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 478,829 515,162 650,008

２．短期借入金 49,800 40,000 39,700

３．１年以内返済予定長期借入金 ＊２ 60,875 61,904 61,437

４．未払法人税等 70,320 71,865 189,500

５．賞与引当金 60,000 68,300 59,000

６．その他 ＊３ 103,919 112,763  140,935

流動負債合計 823,744 43.4 869,995 38.8 1,140,581 45.9

Ⅱ　固定負債

１．長期借入金 ＊２ 179,600 116,169 147,239

２．役員退職慰労引当金 124,820 133,822 128,945

固定負債合計 304,420 16.1 249,992 11.1 276,184 11.1

負債合計 1,128,164 59.5 1,119,987 49.9 1,416,766 57.0

（資本の部）

Ⅰ　資本金 124,215 6.5 232,365 10.4 232,365 9.4

Ⅱ　資本準備金 41,849 2.2 86,474 3.9 86,474 3.5

Ⅲ　利益準備金 13,143 0.7 16,643 0.7 13,143 0.5

Ⅳ　その他の剰余金

１．任意積立金 480,000 690,000 480,000

２．中間(当期)未処分利益 108,851 100,699 254,757

その他の剰余金合計 588,851 31.1 790,699 35.2 734,757 29.6

Ⅴ　その他有価証券評価差額金 △    738 △ 0.0 △  2,562 △ 0.1 73 0.0

資本合計 767,321 40.5 1,123,619 50.1 1,066,813 43.0

負債資本合計 1,895,486 100.0 2,243,606 100.0 2,483,579 100.0
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②　中間損益計算書 （単位：千円）

前中間会計期間

自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間会計期間

自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度の
要約損益計算書

自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ　売上高 2,031,331 100.0 2,348,529 100.0 4,754,582 100.0

Ⅱ　売上原価 1,401,386 69.0 1,611,213 68.6 3,269,613 68.8

売上総利益 629,944 31.0 737,316 31.4 1,484,968 31.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 502,107 24.7 566,036 24.1 1,073,872 22.6

営業利益 127,837 6.3 171,279 7.3 411,096 8.6

Ⅳ　営業外収益 ＊１ 4,596 0.2 5,288 0.2 16,547 0.4

Ⅴ　営業外費用 ＊２ 3,301 0.2 13,271 0.5 8,744 0.2

経常利益 129,132 6.3 163,297 7.0 418,899 8.8

Ⅵ　特別利益 ＊３ 28,066 1.4 － － 28,206 0.6

Ⅶ　特別損失 12,868 0.6 － － 18,183 0.4

税引前中間(当期)純利益 144,329 7.1 163,297 7.0 428,922 9.0

法人税、住民税及び事業税 70,464 3.5 69,096 3.0 227,574 4.8

法人税等調整額 △  7,656 △ 0.4 49 0.0 △ 26,079 △ 0.6

中間（当期）純利益 81,521 4.0 94,150 4.0 227,427 4.8

前期繰越利益 7,141 6,548 7,141

合併引継未処分利益 20,188 － 20,188

中間(当期)未処分利益 108,851 100,699 254,757
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

期　　別

項　　目

前中間会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

１．資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

(1) 子会社株式

　総平均法による原価法

有価証券

(1) 子会社株式

同　　　　左

有価証券

(1) 子会社株式

同　　　　左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

総平均法により算出）

時価のないもの

　総平均法による原価法

(2) その他有価証券

同　　　　左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は総平

均法により算出）

時価のないもの

　総平均法による原価法

２．固定資産の減価

償却の方法

(1) 有形固定資産

建物（附属設備を除く）

　定額法

その他の有形固定資産

　定率法

　なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物及び構築物

　　　    ８年～47年

車両運搬具　　　６年

器具及び備品

　　　　  ２年～10年

(1) 有形固定資産

同　　　　左

(1) 有形固定資産

同　　　　左

(2) 無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

（５年）による定額法を

採用しております。

(2) 無形固定資産

同　　　　左

(2) 無形固定資産

同　　　　左

３．繰延資産の処理

方法

新株発行費

　支出時に全額費用として

処理しております。

新株発行費

同　　　　左

新株発行費

同　　　　左

４．引当金の計上基

準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同　　　　左

(1) 貸倒引当金

同　　　　左
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期　　別

項　　目

前中間会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき

計上しております。

(2) 賞与引当金

同　　　　左

(2) 賞与引当金

同　　　　左

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。

　会計基準変更時差異

は、当中間期において、

その全額を特別利益とし

て処理しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

　会計基準変更時差異

は、当期において、その

全額を特別利益として処

理しております。

(4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

の全額を計上しておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

同　　　　左

(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額の全

額を計上しております。

５．リース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同　　　　左 同　　　　左

６．その他中間財務

諸 表 （ 財 務 諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同　　　　左

消費税等の会計処理

同　　　　左
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会計処理の変更

前中間会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

　当社は、従来、広告事業の売上高

が全売上高の90％前後を占めていた

ため、これに対応する費用について

のみ売上原価として計上しておりま

したが、当中間会計期間よりアウト

ソーシング事業、人材紹介事業に対

応する費用も売上原価として計上す

ることに変更しました。

　この変更は、新たな事業展開のも

と当中間会計期間に子会社を吸収合

併し、その事業をアウトソーシング

事業とし、人材紹介事業とともに今

後より積極的に事業展開していくこ

ととなったため、広告事業以外の売

上高の重要性が今後高まると考えら

れ、会社組織もその体制に組み直し

たことを契機に変更したものであ

り、より適切な収益と費用の対応表

示をするためのものであります。

　この変更により、従来の方法に

よった場合に比べて売上原価は

78,451千円増加し、販売費及び一般

管理費は同額減少していますが、営

業利益、経常利益、税引前中間純利

益への影響はありません。

―――――― 　当社は、従来、広告事業の売上高

が全売上高の90％前後を占めていた

ため、これに対応する費用について

のみ売上原価として計上しておりま

したが、当期よりアウトソーシング

事業、人材紹介事業に対応する費用

も売上原価として計上することに変

更しました。

　この変更は、新たな事業展開のも

と当期に子会社を吸収合併し、その

事業をアウトソーシング事業とし、

人材紹介事業とともに今後より積極

的に事業展開していくこととなった

ため、広告事業以外の売上高の重要

性が今後高まると考えられ、会社組

織もその体制に組み直したことを契

機に変更したものであり、より適切

な収益と費用の対応表示をするため

のものであります。

　この変更により、従来の方法に

よった場合に比べて売上原価は

167,944千円増加し、販売費及び一

般管理費は同額減少していますが、

営業利益、経常利益、税引前当期純

利益への影響はありません。
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追加情報

前中間会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

（退職給付会計）

　当中間会計期間から退職給付に係

る会計基準（「退職給付に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会　平成10年６月16日））

を適用しております。この結果、従

来の方法によった場合と比較して、

経常利益は5,481千円減少し、税引

前中間純利益は20,942千円増加して

おります。

─ （退職給付会計）

　当期から退職給付に係る会計基準

（「退職給付に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会

平成10年６月16日））を適用してお

ります。この結果、従来の方法に

よった場合と比較して、経常利益は

10,114千円減少し、税引前当期純利

益は16,668千円増加しております。

（金融商品会計）

　当中間会計期間から金融商品に係

る会計基準（「金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会　平成11年１月22日））

を適用し、有価証券の評価の方法及

び貸倒引当金の計上基準等について

変更しております。この結果、従来

の方法によった場合と比較して、経

常利益は1,992千円、税引前中間純

利益は14,861千円減少しておりま

す。

　また、期首時点で保有する有価証

券の保有目的を検討し、その他有価

証券に含まれている債券のうち１年

内に満期の到来するものは流動資産

の有価証券として、それら以外は投

資有価証券として表示しておりま

す。その結果、流動資産の有価証券

は15,254千円減少し、投資有価証券

は15,254千円増加しております。

─ （金融商品会計）

　当期から金融商品に係る会計基準

（「金融商品に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会

平成11年１月22日））を適用し、有

価証券の評価の方法及び貸倒引当金

の計上基準等について変更しており

ます。この結果、従来の方法によっ

た場合と比較して、経常利益は

1,503千円、税引前当期純利益は

15,272千円減少しております。

　また、期首時点で保有する有価証

券の保有目的を検討し、その他有価

証券に含まれている債券のうち１年

内に満期の到来するものは流動資産

の有価証券として、それら以外は投

資有価証券として表示しておりま

す。その結果、流動資産の有価証券

は15,254千円減少し、投資有価証券

は15,254千円増加しております。

（外貨建取引等会計基準）

　当中間会計期間から改訂後の外貨

建取引等会計処理基準（「外貨建取

引等会計処理基準の改訂に関する意

見書」（企業会計審議会　平成11年

10月22日））を適用しております。

この変更による損益への影響はあり

ません。

─ （外貨建取引等会計基準）

　当期から改訂後の外貨建取引等会

計処理基準（「外貨建取引等会計処

理基準の改訂に関する意見書」（企

業会計審議会　平成11年10月22

日））を適用しております。この変

更による損益への影響はありませ

ん。
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注記事項

前中間会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

＊１．有形固定資産の減価償却累計

額は、75,317千円であります。

＊１．有形固定資産の減価償却累計

額は、86,735千円であります。

＊１．有形固定資産の減価償却累計

額は、78,822千円であります。

＊２．担保資産及び担保付債務 ＊２．担保資産及び担保付債務 ＊２．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のと

おりです。

　担保に供している資産は次のと

おりです。

　担保に供している資産は次のと

おりです。

土　　地 12,804千円 土　　地 12,804千円 土　　地 12,804千円

建　　物 15,864千円 建　　物 15,534千円 建　　物 15,699千円

合　　計 28,669千円 合　　計 28,339千円 合　　計 28,504千円

担保付債務は次のとおりです。 担保付債務は次のとおりです。 担保付債務は次のとおりです。

    １年以内返済予定長期借入金 8,400千円     １年以内返済予定長期借入金 8,400千円     １年以内返済予定長期借入金 8,400千円

長期借入金 14,700千円 長期借入金 5,600千円 長期借入金 9,800千円

合　　計 23,100千円 合　　計 14,000千円 合　　計 18,200千円

＊３．消費税の取扱い

　仮払消費税及び仮受消費税は

相殺のうえ、金額的重要性が乏

しいため、流動負債の｢その他｣

に含めて表示しております。

＊ ３．消費税の取扱い

同　　　　左

＊ ３．消費税の取扱い

――――――

＊４．中間期末日満期手形

　中間会計期間末日満期手形の

会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。

　なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期

手形が中間会計期間期末残高に

含まれております。

＊４．中間期末日満期手形

　中間会計期間末日満期手形の

会計処理は、手形交換日をもっ

て決済処理しております。

　なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期

手形が中間会計期間期末残高に

含まれております。

＊４．事業年度末日満期手形

　事業年度末日満期手形の会計

処理については手形交換日を

もって決済処理しております。

　なお、当事業年度の末日は金

融機関の休日であったため、次

の事業年度末日満期手形が、事

業年度末残高に含まれておりま

す。

受取手形 2,359千円 受取手形 2,329千円 受取手形 3,008千円

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

＊１．営業外収益の主要項目 ＊１．営業外収益の主要項目 ＊１．営業外収益の主要項目

　　受取利息及び配当金 830千円 　　受取利息及び配当金 831千円 　　受取利息及び配当金 2,050千円

＊２．営業外費用の主要項目 ＊２．営業外費用の主要項目 ＊２．営業外費用の主要項目

　　支払利息 3,251千円 支払利息 2,585千円 　　支払利息 6,315千円

株式公開費用 5,162千円

新株発行費 1,676千円

貸倒引当金繰入額 3,316千円

＊３．特別利益の主要項目 ＊３．特別利益の主要項目 ＊３．特別利益の主要項目

　退職給付会計基準変更時差異28,066千円 ―――――― 　退職給付会計基準変更時差異28,066千円

　４．減価償却実施額 　４．減価償却実施額 　４．減価償却実施額

　　有形固定資産 6,777千円 　　有形固定資産 7,913千円 　　有形固定資産 14,410千円

　　無形固定資産 442千円 　　無形固定資産 736千円 　　無形固定資産 1,112千円



－　　－32

（リース取引関係）

前中間会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 11,205千円 １年内 8,088千円 １年内 11,350千円

１年超 10,035千円 １年超 1,946千円 １年超 4,323千円

合　計 21,240千円 合　計 10,035千円 合　計 15,673千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 6,148千円 支払リース料 5,831千円 支払リース料 11,980千円

減価償却費相当額 5,642千円 減価償却費相当額 5,461千円 減価償却費相当額 11,104千円

支払利息相当額 340千円 支払利息相当額 192千円 支払利息相当額 604千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

４．減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同　　　　左

５．利息相当額の算定方法

同　　　　左

（有価証券関係）

　前中間会計期間（自平成12年４月１日　至平成12年９月30日）、当中間会計期間（自平成13年４月１日　至平

成13年９月30日）及び前事業年度（自平成12年４月１日　至平成13年３月31日）のいずれにおいても子会社株式

及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円
(有形固定資産)
その他 32,892 22,828 10,063

無形固定資産 28,286 18,864 9,421

合計 61,178 41,693 19,485

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円
(有形固定資産)
その他 27,807 23,008 4,798

無形固定資産 28,286 24,521 3,764

合計 56,093 47,530 8,562

取得価額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円
(有形固定資産)
その他 32,892 25,461 7,431

無形固定資産 28,286 21,693 6,592

合計 61,178 47,154 14,023
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

１株当たり純資産額 3,400円40銭 １株当たり純資産額 266円86銭 １株当たり純資産額 3,547円22銭

１株当たり中間純利益 361円26銭 １株当たり中間純利益 22円36銭 １株当たり当期純利益 944円34銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、当中間会計

期間末に未行使の新株引受権があり

ますが、当社株式は非上場であり、

かつ店頭登録もしていないため、期

中平均株価が把握できませんので記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、当中間

会計期間に新株引受権付社債及び

転換社債の発行がないため記載し

ておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、当期に新株引受

権付社債及び転換社債の発行がないた

め記載しておりません。

（注）平成13年７月24日付をもって500円額面株式1株を50円額面株式14株に分割しております。当中間会計期間の1

株あたり中間純利益は、株式分割が期首に行なわれたものとして算出しております。
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
自　平成12年４月１日
至　平成12年９月30日

当中間会計期間
自　平成13年４月１日
至　平成13年９月30日

前事業年度
自　平成12年４月１日
至　平成13年３月31日

―――――― 　新株式発行

　平成13年９月17日及び平成13年９

月28日開催の取締役会において、下

記のとおり新株式の発行を決議し、

平成13年10月22日に払込が完了いた

しました。

　株式分割

　平成13年６月４日開催の取締役

会において、平成13年７月24日付

をもって500円額面株式１株を50

円額面株式14株に分割することを

決議いたしました。

(1）分割により増加する株式数

額面普通株式（額面金額50円）

　この結果、平成13年10月23日付で

資本金は328,365千円、発行済株式総

数は4,710,444株となっております。 3,909,698株

①募集方法　：  一般募集 (2）分割方法

(ブックビルディング方式による募集)

②発行する株式の種類及び数         ：   普通株式

500,000株

 平成13年７月24日付をもって

500円額面株式１株を50円額面

株式14株に分割する。

③発行価格  ：    １株につき550円 (3）配当起算日 平成13年４月１日

一般募集はこの価格にて行いました。

④引受価額　：   １株につき 517円

  この価額は当社が引受人より１

株当たりの新株式払込金として受

取った金額であります。

　なお、上記株式分割のため会

社の発行する株式の総数を

10,000,000株とし、１株券面額

500円を50円とする定款変更

は、平成13年６月21日開催の定

時株主総会において、承認可決

されております。

  なお、発行価格と引受価額との差

額の総額は、引受人の手取金となり

ます。

⑤発行価額  　： １株につき 383円

(資本組入額  192円)

⑥発行価額の総額   ： 191,500千円

⑦払込価額の総額   ： 258,500千円

⑧資本組入額の総額 ：  96,000千円

⑨払込期日　　： 平成13年10月22日

⑩配当起算日  ： 平成13年10月１日

⑪資金の使途  ：営業所の増設及び社

内システム投資等の

設備資金に充当

(2）株式分割

平成13年６月４日開催の取締役会の決議に基づき、次のとおり株式分割による新株式を発行しております。

① 分割により増加する株式数

額面普通株式（額面金額50円）　3,909,698株

② 分割方法

　平成13年７月24日付をもって500円額面株式１株を50円額面株式14株に分割する。
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